
財政状況等一覧表（平成18年度）

団体名： （単位：千円）

標準財政規模
（Ａ） 5,640,579

臨時財政対策債
発行可能額 (Ｂ) 283,140 5,923,719

１．一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高 他会計繰入金 備考

一 般 会 計 8,974,607 8,686,157 288,450 268,527 10,234,610 28,045
財産区繰入     95
基金繰入 393,737

駅前広場整備
事業特別会計

13,912 12,594 1,318 1,318 － 0

公共用地取得
特 別 会 計

15,394 15,394 0 0 － 12,385

稲 梓 財産区
特 別 会 計

1,376 1,003 373 373 － 0

普 通 会 計 8,991,528 8,701,760 289,768 269,845 10,234,610 28,045

２．１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの）

総収益
(歳入)

総費用
(歳出)

<法適用以外>
形式収支

純損益
(実質収支)

企業債(地方債)
現在高 他会計繰入金

<法適用企業>
経常収支比率

<法適用企業>
累積欠損金

備考

水道事業会計 675,467 644,291 － 31,176 3,158,717 22,521 105.5 0 法適用企業

集落排水事業
特 別 会 計

19,057 17,487 1,570 1,570 108,716 14,700 － － 法非適用企業

下水道事業
特 別 会 計

1,396,225 1,387,910 8,315 8,315 9,148,143 577,400 － － 法非適用企業

国民健康保険
事業特別会計

3,341,438 3,191,879 149,559 146,059 － 170,512 － －
基金繰入
20,000

老 人 保 健
特 別 会 計

2,848,404 2,822,316 26,088 26,088 － 229,000 － －

介 護 保 険
特 別 会 計

1,755,261 1,621,055 134,206 130,921 － 270,376 － －
基金繰入
32,297

３．関係する一部事務組合等の財政状況

歳入
(総収益)

歳出
(総費用)

<法適用以外>
形式収支

実質収支
(純損益)

企業債(地方債)
現在高

当該団体の
負担割合

<法適用企業>
経常収支比率

<法適用企業>
累積欠損金

備考

下 田 地 区
消 防 組 合

701,104 695,253 5,851 5,851 311,372 54.67% － － 368,921

伊豆斎場組合 33,964 29,620 4,344 4,344 － 40.52% － － 7,233

伊 豆 つ く し
学 園 組 合

315,018 295,378 19,640 19,640 － 27.96% － － 31,489

南 豆 衛 生
プラント組合

167,431 161,442 5,989 5,989 1,108,631 63.92% － － 97,350

法適用企業

49,384
5,201

静 岡 県市町
総合事務組合

7,652,554 7,550,772 101,782 101,782 － 5.20% － － 340,199

※共立湊病院組合への負担金(繰出金)の総額は、病院事業分 49,384千円に２次・小児救急分 12,450千円を加えた61,834千円である。

４．第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体から
の出資金

当該団体から
の補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

当該団体からの
損失補償に係る
債務残高

下田市振興公社 △ 2,968 109,991 － 1,000 － － －

（注）損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

※当該団体からの出資金は、18年度において出資を行っていないため空欄とした。なお、出資金の総額は110,000千円である。

５．財政指数

財政力指数 0.571 実質収支比率 4.8 実質公債費比率 20.5 経常収支比率 87.8

（注）実質公債費比率は、平成19年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成16年度から平成18年度の３ヶ年平均である。

※財政力指数は、平成16年度から平成18年度の３ヶ年平均で、平成17年度の単年度指数は「0.564」である。

備考

－

－

－

0

静 岡 県 下 田 市

（注）１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

※一般会計の他会計繰入金は、国民健康保険事業特別会計 4,501千円、老人保健特別会計 13,444千円、介護保険特別会計 9,843千円、水道事業会計 257千円である。
　 備考欄の財産区繰入金 95千円は須崎財産区（議員選挙費用）からであり、基金繰入金 393,737千円の内訳は欄外記載のとおりである。
 　公共用地取得特別会計の他会計繰入金は一般会計からである。
　 普通会計とは「一般会計＋駅前広場整備事業特別会計＋公共用地取得特別会計」を指し、会計間相互で重複する額 12,385千円を歳入・歳出から除いてある。

※水道事業会計の他会計繰入金内訳は、一般会計 18,834千円、下水道事業特別会計 3,687千円(税抜)である。
　 集落排水事業特別会計、下水道事業特別会計、国民健康保険事業特別会計、老人保健特別会計、介護保険特別会計の他会計繰入金は一般会計からである。
　 国民健康保険事業特別会計、介護保険特別会計の基金からの繰入金は、国保…診療報酬支払準備基金、介護…介護給付費準備基金からである。

（単位：千円）

－

－

共 立 湊
病 院 組 合

2,257,921 2,253,035

合計
(Ａ)＋(Ｂ)

<法適用企業>
不良債務

100.2

0

－ 4,886

67,726
291,000
5,000
18,000
400
5,140
2,670
3,801

（単位：千円）

0

<法適用企業>
不良債務

（単位：千円）

財政調整
減債
交通安全対策
ほのぼの福祉
みどり
教育振興
奨学振興
歴史的まちなみ

－

－

－

－

778,082 45.33%

（単位：千円）

－
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